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発注者
チェック欄

（備考）

　　　秋田県の従たる営業所の合計社員が５０名以上で、その９０％以上が秋田県内居住者であるもの）」に該当する場合は、別記様式３－６、３－７を提出すること。

（別記様式１－１）（単独・共同企業体共通）

※１．採用項目（配点）及び自己評価点を記入すること。

※２．自己評価点は、各評価項目の上限値（簡易型及び施工計画型の定量評価型の場合）となるので、入札公告文等により評価項目並びに評価基準を十分確認の上遺漏のないよう留意すること。

※３．複数の配置予定技術者を申請する場合は、複数の配置予定技術者を申請する場合の「配置予定技術者の能力」評価に係る算定書」（別記様式１－２）を添付のこと。

総合評価「実績等評価項目」に係る自己評価申請書

評価項目
合
計

商号・名称

住所
企業名

連絡先

※５．１８「企業の雇用対策に関する姿勢」の評価項目について「準県内企業（建設業法第３条の規定による主たる営業所が秋田県外に有し、かつ、従たる営業所を秋田県内に有するもので、
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代表者名

※４．選択項目で評価の対象外となっている項目は空欄にすること。
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